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はじめに
本小論は、文部科学省科学研究費補助金基盤研究B (我が国における政
策分析と政策過程についての比較政策分析学的研究：平成 23 年度〜25 年
度) の最終成果物として 2015 年 2 月に、International Library of Policy
Analysis と題するシリーズ (Series editors : Iris Geva-May and Michael
Howlett : Simon Fraser University) の第 4 巻として政策関連書の専門出
版社として著名なイギリスの Policy Press 社から刊行された研究書
(Adachi, Y. et al eds., Policy Analysis in Japan : The State of the Art, Policy
Press, Bristol : UK) の最終章として筆者が執筆した英文論文 “Conclusion :






我が国では、上記研究書の序章 (Introduction : Policy analysis in Japan :









産大法学 51巻 1 号 (2017. 4)
1( 1 )
レベルに留まっており、政策過程への合理的思考の導入及びそのことを通





























( 2 ) 民主主義の近視眼については、(Adachi 2010 ; 2014 ; 2016) をご参照いただきたい。
( 3 ) この点について、(Dror 2001)とくにその第 13 章と第 14 章は、重要な示唆を与えてく
れる。


















































































測の致命的失敗である。2010 年 3 月、国土交通省は、全国の空港の需要
予測と 2008年度の利用実績を公表した。それによれば、(開港時期が古す
ぎて需要予測がなされなかった山形空港等 24空港と開港後 1 年未満の静
岡空港を除く) 需要予測と利用実績の比較が出来る 72空港の約 9割の空
港で利用者数が需要予測数を大きく下回っている。中には、需要予測数の





2004 年発表された需要予測の約 4割の 111万人に過ぎなかった。その後
も利用客数は一向に増えないどころか減少し続けた。こうした実情を踏ま
え、国土交通省九州地方整備局も 2011 年 3 月、北九州空港の 2032 年度に


















( 4 ) ずさんな費用見積もりのいま一つの例として、京都市営地下鉄東西線の建設費予測につ
いても触れておこう。1997 年開通した同線 (醍醐〜二条) の建設費用は、建設がバブル期
と重なった影響もあるが、当初予測より 2000億円も多い 4515億円にも達してしまった。
↗
( 5 ) 公平のため付言すれば、原子力規制行政に関する限り、従来は経済産業省が一方で原子
力発電を推進しつつ同時にまた (省内の一部局である原子力安全・保安院を通して) 安全
性の確保に向けた規制行政をも所掌してきたのであるが、2011 年 3 月の福島第 1原子力発
電所炉心溶融事故を受けて制度改革を余儀なくされ、紆余曲折の後 2012 年 9月、経済産












































































































本事業は、島根県の計画発表 (1954 年 6月) を受けて 1963 年 4 月、国営
事業としてその実施が決定されたものであり、その目的は、干拓によって




















実現した事例である (1987 年 4 月)。いま一つは、もともと国民の関心がそれほど高くな
く (2005 年 1 月の世論調査において国民が最重視する政策は年金・福祉制度改革であり、
郵政民営化は第 8位でしかなかった)、2005 年 8月参議院で法案が否決された郵政民営化
の是非をあえて選挙の争点として衆議院を解散し、当初予測をはるかに超える地滑り的大
勝利を収め、念願の郵政民営化を実現した小泉純一郎首相の事例である (2005 年 10 月)。
↘
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福島第 1原子力発電所は想定の 1.2倍 (O. P. (Onahama Pile：小名浜港工事基準面)+5.9
m〜6.2 m) で海水ポンプモーターが止まり、冷却機能に影響が出ることが判明した (ちな
みに、想定の 1.2倍で影響が出るのは本発電所以外には島根原子力発電所だけであった)。
2002 年 7 月、政府の地震調査研究推進本部は、「三陸沖から房総半島かけての地震活動の
長期評価について」を発表、福島第 1原子力発電所を含む日本海溝沿いでM8クラスの津
波地震が 30 年以内に 20%程度の確率で発生すると予測した。この長期評価の予測する津
波地震は、福島第 1原子力発電所の敷地に O. P.+15.7 m の津波をもたらし、4号炉原子炉
建屋周辺は 2.6mの高さで浸水することを、東京電力自身、2008年 5月頃に行った計算に
よって認識していた。さらに、原子力安全保安院と独立行政法人原子力安全基盤機構が
2006年 1 月に設置した溢水勉強会の 5 月 11 日の勉強会で、東京電力は、福島第 1原子力
発電所 5 号機について、O. P.+10 m の津波が到来した場合、非常用海水ポンプが機能喪
失し炉心損傷に至る危険性があること、また O. P.+14 m の津波が到来した場合、建屋へ
の浸水で電源設備が機能を失い、非常用ディーゼル発電機、外部交流電源、直流電源すべ
てが使えなくなって全電源喪失に至る危険性があることを報告、早急に対策を講ずべき必



























































































ついては、(Adachi 2011 ; 足立 2005 ; 足立 2009) をご参照いただきたい。




























衆議院選挙において、1955 年以来 (1993 年 8月から 94 年 6月までの 1年
(11) その作業を助けるための有益な分析ツールに費用便益分析と費用有効度分析があること
については、ここであらためて強調するまでもないだろう。両者についてより詳しくは、






本選挙において、民主党は、既にして GDP の 2倍に迫る膨大な公債発






















惨状に陥り、そのある意味で当然の結果として、2012 年 12 月 16日に実
施された第 46回衆議院総選挙において歴史的惨敗を喫してしまった。シ
ステミックな政策分析の能力ある議員が当初のマニフェスト作成を主導し




































ネルギー政策の大転換を華々しく打ち上げた 2012 年 4 月当時、稼働中の



























(13) 2013 年 3 月末までの買い取り価格は、1 kw あたり太陽光発電が 10 kw以上で 42円、
風力発電が 20 kw 以上で 23.1 円、地熱発電は 1 万 5000 kw 以上で 27.3 円とし、期間は
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